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序     文 
 

日本国政府は南スーダン共和国政府の要請に基づき「アッパーナイル州マラカルタウン社会経

済インフラ総合開発及び緊急支援計画策定プロジェクト」の実施を決定し、独立行政法人国際協

力機構がこのプロジェクトを実施することといたしました。 

当機構ではプロジェクト開始に先立ち、本プロジェクトを円滑かつ効率的に進めるため、2011

年 10 月 8 日（日）～10 月 19 日（水）までの 10 日間にわたり、当機構経済基盤開発部部長小西

淳文を団長とする詳細計画策定調査団を現地に派遣しました。調査団は、緊急開発調査に係る要

請の背景、内容を確認し、先方政府関係機関との協議を経て、詳細な協力計画を策定し、同内容

を本プロジェクトに関する討議議事録に取りまとめ、署名しました。また、当該プロジェクトの

事前評価を行うために必要な情報の収集、分析も行いました。 

 

本報告書は、今回の調査を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定しているプロジェクト

に資するためのものです。 

 

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申しあげます。 

 

平成 23 年 11 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
経済基盤開発部長 小西 淳文 
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第１章 調査の概要 
 
１－１ 背 景 

2011 年 7 月 9 日独立した南スーダン共和国（以下、「南スーダン」と記す）は、長年にわた

る紛争によってハード・ソフト双方の面において本格的な開発が必要であることに加え、2005
年の包括和平合意（Comprehensive Peace Agreement：CPA）以降、比較的治安が安定した首都ジ

ュバタウンに開発が集中した結果、開発の恩恵を受けられない地域との格差が顕在化しつつあり、

新国家開発に向けた課題は多い。 
本プロジェクトの対象地であるマラカルタウンは、北にスーダンと国境を接するアッパーナ

イル州に位置する、東西約 3km×南北約 8km、人口約 12.6 万人の都市である。1970 年代の南北

統一政府時代には浄水場、道路、港湾等の社会経済インフラが整備され南部スーダン 3 大都市の

一つとして発展し、広くアラビア語による教育も普及していた。しかしながら、1980 年代から

の 25 年にわたる内戦の間にタウンを取り囲んで地雷が埋設され、インフラは荒廃し、多くの人

材が国内外に流出した。さらに CPA 以降も、首都ジュバとの政治的・地理的距離や政情不安に

よって、南スーダン政府（Government of Republic of South Sudan：ROSS）及び諸外国による開発

が届きにくい状況が続いており、人々の日常生活に支障を来している。 
具体的には、あらゆる活動の前提となる安全な水を提供する浄水及び給水施設の絶対的不足、

舗装率 5％に満たないタウン内道路、埋没した雨水排水網、貨物の伸びにより輻輳著しい港湾、

貧弱で非衛生な保健医療施設、街中にあふれる廃棄物、電力不足等、あらゆる社会経済インフラ

が不足している。 
さらにはマラカル住民の約 6 分の 1 に及ぶハルツームからの帰還民流入により都市が無秩序

に拡大しつつあることから、一連の開発ニーズを整理し、プライオリティづけする総合開発計画

の策定も必須となっている。ソフト面でも、各分野及び州全体として復興・開発の道のりを見通

し、計画を立案し、予算を適切に確保・配分・実行・モニタリングする行政官の能力が著しく不

足しており、その能力強化が重要な課題となっている。 
このような事態を解決するために、2011 年 6 月、ROSS はマラカルタウンにおける総合開発計

画の策定及び緊急性の高い案件に係る緊急支援計画の策定と実施支援、及び人材育成に関し日本

に協力を要請した。 
 

１－２ 目 的 

本調査は、ROSS より要請のあった「アッパーナイル州マラカルタウン社会経済インフラ総合

開発及び緊急支援計画策定プロジェクト」実施を目的として以下のとおり実施した。 
（１）日本による協力の枠組み及び開発調査型技術協力スキームの確認 
（２）調査スコープの合意及び討議議事録（Record of Discussions：R/D）の締結 
（３）平和構築/事業実施上の留意点確認 
（４）ドナー等に対する本事業の周知 
（５）事前評価の実施 
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１－３ 団 員 

担 当 氏 名 所属・職位 

総括 小西 淳文 経済基盤開発部部長 

平和構築/行政 土肥 優子 経済基盤開発部平和構築課 

評価分析/計画管理 小島 海 経済基盤開発部都市・地域開発第 1 課 

 

１－４ 調査地 

南スーダン共和国ジュバタウン及びマラカルタウン 
 
１－５ 日 程 

2011 年 10 月 8 日（土）～10 月 19 日（水） 
詳細は付属資料 1 のとおり。 

 
１－６ 主要面談者 

付属資料 2 のとおり。 
 
１－７ 調査総括（団長所感） 

（１）総括 
JICA にとって、初めてのジュバ以外に展開する本事業は、2005 年の CPA、2011 年の住民

投票及び独立と新国家建設のステップを一つずつ進める ROSS がインクルーシブな国づくり

を進めていくために時宜を得た協力であるといえる。 
2005 年以降、ジュバには政府資金を活用した事業、ドナーによる協力が集中的に行われ

た結果、道路舗装率、給水率、ジュバ港での貨物取扱量も増加しつつあり、着実に人々の生

活水準が改善してきている。 
一方、ROSS から度重なる要請にいわれるとおり、ジュバへの集中的な投資の結果、地方

部が取り残される状況が生じつつある。南北及び国内格差は、25 年以上にわたる紛争の根

底にあった問題でもあり、国際社会として新国家建設を進める南スーダンの平和と安定のた

めにはこの格差を是正するような成長を支援する必要がある。 
しかしながら、マラカルは特定不健康地に指定され、6 週間に 1 度の休暇が認められるジ

ュバとも比較にならないほど劣悪な生活環境にある。特筆すべきはアクセスの悪さであり、

人々の移動制限はもちろんのこと、物流を北部に依存する地域であることから、南北間情勢

によって容易に燃料、水、基本的な食糧が不足する地域でもある。 
したがって、事業開始にあたっては想定し得る様々なリスクを軽減するためにも JICA 関

係者に対する特別な配慮が不可欠であり、具体的には以下（２）～（５）を含む対応が必要

である。 
 

（２）マラカルの生活環境に応じた執務体制の確保 
JICA 関係者が心身の健康を損なうことのないよう、事業開始に先立ち以下１）～３）の

項目を含むルールを作り、アフリカ部、経済基盤開発部、南スーダン駐在員事務所、調達部、
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人材部等で共通の認識をもち、運用を図ること。 
１）マラカルでの一人執務は避け、常時複数名で滞在する。 
２）毎週末はジュバで休息させる。 
３）ジュバに適応される6週間勤務、1週間休暇の制度よりは緩和した制度を設け、一定期間

以上の継続勤務は避ける。あるいは、3週間から1カ月以内の出張者の組み合わせで、プ

ロジェクトを構成する。 
 

（３）マラカルコンパウンドハウスの建設と維持管理 
マラカルタウンの一般治安は比較的安定しているとはいえ、南北の政治情勢、民族間の

土地や家畜をめぐる争いに脆弱である。街自体はアフリカ諸国にも見ることができる生活・

社会水準であるが、アクセスの悪さがマラカルでの本事業を困難にしている点である。した

がって、今後入札、着工予定のマラカルコンパウンドハウスの設置にあたっては以下の点を

反映させる。 
１）建設にあたっては施設や機能に余裕をもたせる（予備電源、燃料・飲料水、生活用品の

備蓄） 
２）セキュリティ、維持管理等の委託（通年24時間体制）については最大限の配慮を行う。 
３）複数の通信手段（衛星電話、無線）を確保する。 
４）エバキュエーション手段の確保については、国連南スーダンミッション（United 

Nations Mission in South Sudan：UNMISS）との協力体制を確立するとともに、医療エバキ

ュエーションを必ず確保する。 
 

（４）JICA南スーダン駐在員事務所の体制 
独立後、駐在員化、国としての制度変化に伴う対応（査証業務、銀行口座の開設等を含

む）、PKO 等関連のミッション増加により業務が増加している南スーダン駐在員事務所に対

する、マラカルコンパウンドハウス設置に伴う負担と手間を最小限にする工夫に並行して、

新規事業展開に伴う事務所体制の強化が必須である。前者の事務所体制の強化については、

JICA アフリカ部において本事業の開始を目標としている 2012 年 1 月までに対応することと

し、同時に経済基盤開発部においても直営専門家の配置など執務体制の強化を工夫する。 
 

（５）緊急支援の早期実施及び留意事項 
地形図の作成、タウンプロファイルの作成、研修計画の策定といった総合開発計画の策

定は中長期的な開発協力に際して不可欠であるものの、ビジビリティの低さに欠点がある。

あわせてマラカルタウンは 6 月～10 月が雨季であることを考慮すると、初めの乾季（事業

開始～2012 年 5 月まで）に日本の協力のビジビリティ向上、それに伴う安全対策の確保、

若年層の雇用対策を目的として、早期に以下の緊急支援を実施する。具体的には以下の１）

～３）が考えられる。 
１）2012年1月～5月の乾季の間に、労働集約型の施工技術（Labor Based Technology：LBT）

による道路の平滑化、排水路の維持管理を行う。試行的に土嚢を利用することも選択肢

の一つ。コンクリートによる排水路の整備や道路舗装が重要であるものの、設計、資材

の調達、施工、予算確保等、時間がかかるため、まずは本格的な準備なく開始できる簡
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易整備を行う。 
２）給水施設の設置については、給水元で水を買い、需要先に運び、売ることで利ざやを稼

いでいる多くの住民の雇用をなくさない工夫が必要である。具体的には公共水栓の配置

計画に反映させる。 
３）港の改修については、ジュバ港の改修に準じて行う。マラカル港は、他の地域とのつな

がりのある唯一の施設で、港湾施設の充実を抜きにして、この町の発展は有り得ない。

緊急開調による一部施設の設置から無償資金協力による拡張を検討することが望ましい。 
 

（６）中長期的なマラカル支援プログラムの策定 
マラカルでの本事業を中止するための理由をみつけることは簡単である。しかしながら、

新国家建設のために日本として事業実施を決定し、そのために（１）～（４）のとおり、コ

ンパウンドハウスの設置をはじめとして特別な配慮及び先行投資を行うこととしている。し

たがって、早期に数年間を見通したマラカル支援計画を策定し、着実に事業を実施するため

の展開計画を関係者間で共有することが必須である。 
 
１－８ 主要な調査事項 

本調査における主要な成果は以下のとおり。 
 

（１）日本による協力の枠組み、開発調査型技術協力スキームの確認  
これまで人道支援が中心であったアッパーナイル州政府にとって、本案件は初の中長期

的な開発協力案件となるため、以下１）～４）について説明を行った。 
１）総合開発計画を踏まえ、具体的なプロジェクトへと展開する協力の全体像 
２）地形図や基礎データを基にした具体的なプロジェクト提案を行う日本の開発調査の特徴 
３）カウンターパートのアサインと日本人専門家が協動するプロジェクト実施体制 
４）JICAによる日本人専門家の選定及び調達等JICAによるルール、手続き 

調査団からの説明に対し、州知事から確認が得られるとともに、日本国民の税金が原資

となる本事業の実施に向け、透明性を確保し、成果を発現できるよう努めたいとの発言がな

された。 
 

（２）緊急開発調査スコープの合意（R/D は付属資料 3 のとおり） 
１）プロジェクト名 

和名：アッパーナイル州マラカルタウン社会経済インフラ総合開発及び緊急支援計画策

定プロジェクト 
英名：“The Project for Comprehensive Planning and Support for Urgent Development on 

Social Economic Infrastructure Development in Malakal Town”  
２）目標 

マラカルタウンにおける社会経済インフラ整備を通じて、人々が平和の配当を享受し、

かつ州政府の行政サービスデリバリー能力が向上することを目的とする。 
３）プロジェクト対象地域 

2011 年 10 月時点、正式なマラカルタウンの行政区分は制定されておらず、地雷除去が
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確認された地域内を調査対象地域とする。 
４）プロジェクト期間 

24 カ月（緊急支援プロジェクトを含む） 
５）成果 

ａ）マラカルタウンを対象に2022年を目標年次とした社会経済インフラ総合開発計画が

策定される。 
ｂ）プロジェクトの優先順位づけが行われ、そのうち緊急性の高いプロジェクトが実施

される。具体的にはコミュニティ道路、給水及び港湾を優先分野とする。 
ｃ）開発計画策定及び緊急支援プロジェクトによる現場研修（On the Job Training：OJT）

及び研修を通じ、アッパーナイル州政府（Government of Upper Nile State：UNS）が総

合開発計画を持続的に実施するための人材を育成する。 
６）緊急支援の対象分野について 

緊急支援計画の対象分野として、安全な水へのアクセス改善、港湾、生計向上、緊急支

援プロジェクトに関連する人材育成を行うことを合意した。UNS 側からはこれらに加え、

電力及び道路（発注済区間を除く）についても提案された。 
電力については道路、水道のインフラの現状にかんがみると比較優位が低いこと、あわ

せてタウン内に存在する現金収入の格差から、短期的なプロジェクトによる支援が必ずし

も格差の是正に寄与するものではないことから、本プロジェクトの対象とはしない。 
道路については主要な幹線道路が既に中国企業に発注済みであることに加え、その正確

な対象道路を把握している者がいないことから、重複を避け、コミュニティ道路を除き除

外する。 
７）実施体制の協議  

本案件では、通常の責任機関及び実施機関に加えて、新国家建設支援の観点から中央政

府を「助言」機関として設置することとした。本プロジェクトの責任及び実施主体は

UNS であるものの、助言機関を設置した意図は ROSS を巻き込むことにより、地方都市

開発における中央政府の調整能力、さらには中央と地方の協力関係を構築し、新国家建設

の支援を行うことである。 
具体的に「助言機関」「助言者」に求められる役割は、合同調整委員会（ Joint 

Coordination Committee：JCC）への出席、重要な決定の際のアドバイス提供である。 
ａ）組織の担当 

①責任機関：UNS 
②実施機関：UNS インフラ・農村開発省 
③助言機関：ROSS 住宅インフラ計画省 

ｂ）担当者 
①プロジェクトダイレクター：UNS インフラ・農村開発省次官 
②プロジェクトアドバイザー：ROSS 住宅インフラ計画省次官 
※付属資料 4 

８）土地所有権の問題（環境社会配慮） 
土地問題が生じた際の解決については、同問題について権限・責任を有するインフラ・

農村開発省が問題解決にあたることで合意を得た。マラカルタウン内については、すべて
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政府所有の土地であることが部族長をはじめ複数の情報源から確認できた。 
９）先方負担事項  

以下のとおり先方負担事項の確認を得た。 
ａ）作成した開発調査結果及び技術の有効活用 
ｂ）カウンターパート：インフラ・農村開発省次官 
ｃ）インフラ・農村開発省内にオフィススペースの提供（2012 年 1 月までに設置する） 
ｄ）必要な情報、資料の提供 
ｅ）身分証明書の発行 
ｆ）写真撮影の許可 
ｇ）治安に係る情報の提供 

10）本邦研修人選 
本体プロジェクトの実施に先立ち予定している本邦研修「総合開発計画策定とその実施

における行政の役割」（2011 年 12 月上旬）」について詳細を説明したところ、先方政府よ

り候補者名もしくは候補省庁の 9 名分が提示された。正式要請書提出にあたっては南スー

ダン駐在員事務所が研修開始に間に合うようフォローすることとした。 
11）今後のスケジュールについて 

案件開始までのスケジュール及び必要な手続きについて両者で確認し、2012 年 1 月下

旬の案件開始を目標とすることとした。 
 
（３）平和構築/事業実施上の留意点 

「第２章 平和構築」のとおり。 
 
（４）ドナー等に対する本事業の周知 

時間的制約から、周知作業については事務所側でフォローすることとした。一方 R/D 署

名式には複数のメディアが集まり、国内放送で放映されるとともに、新聞記事にも掲載され

るなどプレゼンスを確保することができた。 
※付属資料 5 

 
（５）事前評価の実施 

「第４章 事前評価」のとおりである。 
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第２章 平和構築 
 
２－１ UNS 情勢の概況 

（１）これまでの経緯 
アッパーナイル州を含むグレーターアッパーナイル地方の政治・治安情勢は、南スーダ

ン全体の安定ならびに国家建設にとって非常にクリティカルである。マラカルは内戦中、ス

ーダンの要塞都市であったのみならず、CPA 成立以降 2010 年 4 月まで、南北間の権力配分

に関する合意のもと、スーダンの与党国民議会党（National Congress Party：NCP）が州知事

を務めていた。こうした政治的背景、さらには南北合同部隊間で武力衝突が発生するなどの

治安上の理由から、CPA 以降、ほとんど復興が進められてこなかった。2010 年の総選挙に

より、州知事は初めて南スーダンの与党であるスーダン人民解放運動（Sudan People's 
Liberation Movement：SPLM）に代わった。独立国家となったいま、ROSS にとって、平和

及び独立の恩恵を国民に施すことが、緊急かつ重要な課題である。 
 
（２）現況 

南北国境に隣接するアッパーナイル州にとって、最大の不安定要因は、南北スーダンの

関係及びスーダン側の動向、さらにはこれらによる同州への政治・経済及び治安面での負の

影響が挙げられる。これらには、国境画定及びこれに伴う国境地帯のテンション、南コルド

ファン州・青ナイル州における戦闘、独立以降の国境封鎖による物価上昇などが含まれる。

また、依然として残る懸念材料が、グレーターアッパーナイル地方でスーダン人民解放軍

（Sudan People's Liberation Army：SPLA）と武力衝突を続け、スーダンが支援しているとい

われている民兵グループの動向である。最近、地方においてこれらの民兵による地雷の再埋

設も報告されている（国連地雷対応センター（United Nations Mine Action Coordination：
UNMACC））。その他の不安材料としては、独立前後以降、スーダンから国内避難民

（Internally Displace Persons：IDPs）が帰還して急激に人口が増加し、基礎インフラに大き

な負担がかかっていることが挙げられる。改善の目途が立たなければ不安材料となりかねな

い。 
一方で、独立後の最初の試金石といわれていた組閣については、リージョナル・バラン

ス（3 つのリージョン）に配慮した新内閣が樹立された。アッパーナイル州との関係におい

ても、複数のシルック族の閣僚が任命された。これは安定材料として現地で評価されている。

また、2011 年 10 月初めに、ROSS 最大の野党であり、アッパーナイル州に本部を置くスー

ダン人民解放運動 -民主的変化（Sudan People's Liberation Movement-Democratic Change：
SPLM-DC）党首のアコル氏とキール大統領との合意は、アコル氏のハルツームからの帰還、

ならびに SPLM-DC は野党側にとどまりつつも国家建設においては協力するという趣旨のも

のである。合意が遵守されれば、地域にとっては大きな安定要因と成り得る。グレーターア

ッパーナイル地方で活動していた 2～3 の民兵グループと政府の間で停戦合意が結ばれ、

SPLA への統合が進められていることも安定材料の一つとして評価できる。 
 

２－２ 事業実施上の重要な課題 

本事業を実施する際のポイントは、ハルツームから帰還し続けている IDPs の再定住を視野に
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入れた社会経済インフラの総合開発を計画・推進することである。あわせて、部族間の関係への

配慮、地域内の基礎インフラ（水、道路、保健医療等）へのアクセス格差是正、若年層のパイロ

ット活動への参画推進、国づくりへの配慮等の視点が必要である。 
 
（１）独立前後以降のIDPsの帰還 

マラカルタウンの社会経済インフラの総合開発を策定するうえでの大きな課題は、帰還

民の定住促進を視野に入れることである。独立を問う住民投票前後を契機として、マラカル

タウンは膨張・拡大し、その人口は増加し続けている。2010 年 10 月から 2011 年 8 月まで

にマラカルに帰還した IDPs は 18,000 人1である。これは全人口の約 6 分の 1 にあたる。今

後の人口増加の見通しについて、国連関係者は次の乾季がスーダンからの帰還の最後のピー

クとなると見込んでいる。 
帰還民の多くは 20 年以上前にハルツームに避難した人々であり、その大半は農村出身者

であるともいわれている（郡長）。政府は、都市と農村の格差及び農村から都市部への人口

集中を回避すべく、農村部への帰還促進を挙げている。しかしながら、政府が認識している

とおり、たとえ不法居住区ではあっても、基礎インフラが整備されているハルツームで 20
年以上生活を送ってきた帰還民が多いことから、農村部への帰還を期待することは難しい。

帰還民、特に女性や若年層の中には、南スーダンの不安定な経済・社会状況や治安を理由に、

スーダンに逆戻りする人たちもいる模様である（国連高等難民弁務官事務所（United 
Nations High Commissioner for Refugees：UNHCR））。 

UNS インフラ・農村開発省はマラカルタウンにおいて、特例措置ではなく帰還民が土地

を申請し、土地の抽選販売を行うという通常の土地取得手続きを行っている。通常の手続き

を踏んでいる背景として、当初帰還民向けに特別措置を採っていたものの、偽装帰還民が多

数現れるなどで UNS が地元住民から避難されたことが挙げられる。インフラ・農村開発省

によると、これまでマラカルタウンの南部・東部の 2 つのエリア2において、計約 2,500 世

帯の住民に対し、１区画（20m×20m）当たり 500 ポンドで抽選販売をしてきた。帰還民の

中でも特別のニーズを抱えている社会的弱者（女性世帯主、障害者、高齢者等）、土地への

アクセスがある帰還民については、UNHCR3がシェルター建設支援を行っている。 
帰還民への土地販売・配分はなかなか進んでおらず抽選販売を待つ帰還民も多い。こう

した帰還民は、親戚の家に滞在しているか、未区画エリアで一時的に住居を建てている。そ

の背景には、土地配分に係る手続き上の問題や土地管理に関するインフラ・農村開発省、土

地委員会、郡長の間の権限争いが挙げられている。また抽選で土地を購入した帰還民の中に

は、重複して土地が配分されたケース4、地元住民の土地が勝手に売却されたケース等の問

題も発生している（インフラ・農林開発省、郡長）。この結果、帰還民同士あるいは帰還民

と地元住民の間で土地争いが散見される。 
帰還民への土地販売を加速化するために国連開発計画（United Nations Development 

                                                        
1 spontaneous と organized 帰還を含む。ハルツームからの移動は河川交通または陸路。 
2 南部アイテミナ（テミナブロック）、東部アイサラム（サラムブロック）。 
3 実施機関は American Refugee Center。 
4 帰還民が UNS インフラ・農林開発省から抽選購入した土地が、UNS 知事事務所により他の帰還民に供与され

ていたケースなど。 



－9－ 

Program：UNDP）の支援で、マラカルタウン南部において 4,000 戸分の土地が抽選販売され

る計画があるが、対象者の選定等をめぐり調整がついていない模様である。 
本事業実施にあたっては、こうした帰還民の定住促進も視野に入れた計画を行う必要が

ある。一方で、州政府から要望のあったとおり、帰還民居住区を特別扱いしない配慮や、ま

た内戦中に地元に残った住民との差別化を図らないようにする配慮も必要である。事業実施

に際しては、帰還民居住区における土地問題を勘案して、居住区が形成された経緯やコミュ

ニティの属性について、区長・村長、部族長からヒアリングを行う必要がある。新たに形成

された帰還民居住区においては、新たなコミュニティ再生の視点も必要である。地元住民か

らはハルツームから新しい知識・情報を持ち帰っているとの期待の声もあることから（郡

長）、世帯調査ではそうした新たなポテンシャル（生計等）についても聞き出すことも考え

られる。 
 
（２）部族間の関係への配慮 

マラカルタウンには 5 つの部族（シルック族、ヌエル族、ディンカ族、マバン族、コマ

族）が混在して居住している。シルック族は、マカル郡では人口が最も多いものの、政治・

経済面で冷遇されてきたと考えられている。マバン族、コマ族は少数部族である。マラカル

タウンにはそれぞれの部族代表が存在する。シルック族に至ってはナイル川東岸に王も存在

している。 
部族間では権力抗争や土地所有をめぐる対立がみられる。シルック族とディンカ族の間

では、マカル郡内の土地所有権やマカル郡・区の境界線をめぐる対立が続いている5。こう

した土地問題と SPLA への抵抗6を背景に、シルック族の民兵グループが台頭したといわれ

ている（旧 CPA 省）。さらにこうした部族間の対立の背景には、政治利用及び政治家による

煽動を指摘する声が多い（副知事ほか7）。その結果、マカル郡では、2009 年にシルック族

とディンカ族との間で武力衝突が発生し、ナイル川東岸の村落のシルック族が、ディンカ族

の襲撃によりナイル川西岸に避難せざるを得なくなり、現時点に至るまでナイル川西岸に避

難したままである（州平和コーディネーター）。西岸に残ったシルック族のほとんどがマラ

カルタウンに居住している。 
本事業実施に際しては、一部の部族に裨益が偏在しないよう配慮するとともに、政治及

び経済的に冷遇されてきたといわれているシルック族、マバン族、コマ族にも都市開発の恩

恵が行きわたるよう配慮する必要がある。実施プロセスにおいては、部族間バランスに留意

するために、市長・郡長、区長とのコンサルテーションのみならず、5 つの部族のチーフと

も行うよう、市長・郡長に働きかけることが重要である。また ROSS 及び UNS 政府関係者

から指摘があったとおり、本事業を通じて異なる部族が集まって一緒に何かをする機会をつ

くるよう工夫することも重要である。 
 

                                                        
5 その他、ディンカ族とマバン族の間ではレンク郡及びメルット郡で土地争いが、ヌエル族とマバン族の間で

は郡・区をめぐる対立が発生している。 
6 シルック族の一部は SPLA が土地の奪取手段として動員されているとみている模様。 
7 マカル郡の境界線をめぐる争いについても、SPLM から SPLM-DC の分離が背景にあるともいわれている。 
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（３）地域間の基礎インフラ（水、道路、保健医療等）へのアクセス格差是正  
前述のとおり、CPA 以降、マラカルタウンで開発はほとんど進められなかった。一方で、

独立前後以降、スーダンから IDPs が帰還して急激に人口が増加しており、基礎インフラに

大きな負担が生じている。その結果、限られた基礎インフラを一部の住民のみが享受してい

るという状況である。 
計画策定に際しては、基礎インフラへのアクセス面での格差を最小限にした街づくりの

視点が求められる。 
 
（４）若年層のパイロット事業への参加 

UNS 関係者は、教育を受けていない若年層が多いこと、さらに職に就けず時間を浪費す

る若年層が多く、こうした若年層が部族間抗争や民兵グループの活動に動員されていること

を懸念している（副知事、旧 CPA 省）。先方政府から要望があったとおり、パイロット事業

においては、若年層を開発のための活動に参加させる工夫が非常に重要である。また、都市

開発計画策定に際しては、若年層を含めた地元住民の生計・収入手段に係る方策を検討する

必要がある。 
短期的には、パイロットで実施するインフラ整備を通じて、若年層の一時雇用を促進す

る。中長期的な生計向上手段については、世帯調査等を通じて、収入源確保のための方策を

検討する。 
 
（５）国づくりへの配慮 

本事業の実施を通じて、UNS の能力強化を図るのみならず、関係省庁間及び州・郡関係

者間の協力体制の強化を図ることも重要である。また、本事業の実施主体は UNS であるが、

ROSS を巻き込むことにより、地方都市開発における ROSS の調整能力、さらには中央と地

方の協力関係が構築されるよう工夫することが重要である。 
なお、中央と地方の関係性について、暫定憲法で ROSS と UNS の権限及び責務が一応規

定されているが、恒久憲法に向けて中央と地方の関係を含め、国のあり方について議論がな

されていく予定である。恒久憲法が制定されるまでの移行期間ではあるものの、新しい国づ

くりにネガティブに作用しないよう、現地で位置づけられている国のあり方との整合性に留

意する。 
 
（６）その他（地雷・不発弾） 

内戦中、スーダン軍（Sudanese Armed Forces：SAF）が要塞都市であったマラカルタウン

を囲むような形で地雷を埋設した。2010 年 5 月に、UNMACC による SAF が地雷を埋設し

たエリア（376,038 m²）及び街中の除去作業が完了した。不発弾も除去済みである。ただし、

UNMACC による地雷除去が本格化するまえに、IDPs の帰還が本格化したため、一部の帰還

民の住居内（住居壁の外までは除去が完了している）や帰還民居住区の周辺地域では、住居

建設時に帰還民自らが移動した地雷が現在も時々発見されている模様である。実際に除去作

業を行っているのは Mine Tech International であり、除去に関する検証作業を UNMACC が

担当している。現在に至るまで、地雷及び不発弾による被害は報告されていない

（UNMACC）。不審なものが発見された場合は、UNMACC が現場確認を行い、Mine Tech 
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International が除去作業を行う体制となっている。事業実施する際は、UNMACC 作成の地図

に基づき、「地雷除去区域」以外には足を踏み入れない。 
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第３章 本格調査への提言 
 
３－１ 調査の目的 

マラカルタウンにおける社会経済インフラ整備を通じて、人々が平和の配当を享受し、かつ

UNS の行政サービスデリバリー能力が向上することを目的とする。具体的には、マラカルタウ

ンにおいて、2022 年を目標とした社会経済インフラ総合開発計画を策定したうえで、同計画に

おいて具体的プロジェクトの優先順位づけを行い、そのうち緊急性の高いプロジェクトの実施を

支援する。あわせて、開発計画策定及び緊急支援実施による OJT、本邦及び現地研修を通じ、持

続的に UNS が総合開発計画を実施できる人材を育成する。 
 
３－２ 協力の必要性と意義 

マラカルタウンに対する協力は、新国家建設支援、開発協力の視点から必要性及び意義は高

い。マラカルタウンはジュバに次ぐ主要都市であり 1970 年代の南北統一政府時代には浄水場、

道路、港湾等の社会経済インフラが整備され、南部スーダン 3 大都市の一つとして発展し、広く

アラビア語による教育が普及していたとおり、北スーダンによる影響を色濃く受けている。 
しかしながら、CPA 以降は首都ジュバとの政治的・地理的距離や政情不安によって、ROSS 及

び諸外国による開発が届きにくい状況が続いている。歴史的に北部とのつながりが強いことから

アッパーナイル州の安定は ROSS が安定した国家を形成していくうえで極めて鍵となる課題であ

る。 
開発協力の必要性は、すべての活動の前提となる安全な水を提供する浄水及び給水施設の絶

対的不足、舗装率 5％に満たないタウン内道路、埋没した雨水排水網、貨物の伸びにより輻輳著

しい港湾、貧弱で非衛生な保健医療施設、街中にあふれる廃棄物、帰還民の流入等人口増加に伴

う就業機会の確保、電力不足等、あらゆる社会経済インフラの不足に顕れているとおりである。 
さらにはマラカル住民の約 6 分の 1 に及ぶハルツームからの帰還民流入により都市が無秩序

に拡大しつつあることから、一連の開発ニーズを整理し、プライオリティづけする総合開発計画

の策定も必須となっている。ソフト面でも、各分野及び州全体として復興・開発の道のりを見通

し、計画を立案し、そのための予算を適切に確保・配分・実行・モニタリングする行政官の能力

が著しく不足しており、その能力強化が重要な課題となっている。 
以上の状況から、独立半年後のタイミングで住民の生活の安定に欠かせない基礎インフラ及

び行政官の人材育成を含む総合開発計画策定を支援することは、新国家建設、中長期的開発、及

び政治的安定の観点から必須かつ意義の高いものである。 
 

３－３ 受益者 

マラカルタウン内人口 12.6 万人（UNS 推定）。ただし、人口についてはあくまでも州の認識

する参考値であり、帰還民の流入によって実際の人口は UNHCR 等の国際機関によっても把握さ

れていない。本プロジェクトの対象とするのは対象地域内に居住するすべての人口とする。 
 
３－４ 調査対象地域 

東西方向約 3km、南北方向約 8km の約 24km²。マラカルタウンの市長は 2011 年 9 月に任命さ

れたものの、正式な行政区分は定められていないため、UNMACC による地雷除去が確認された
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範囲内とする。この地域内は、政府関係者、住民が「マラカルタウン」として認識している地理

的広がりとほぼ一致する。以下が地理的広がりの主なベンチマークである。 
・北限：マラカル空港の滑走路 
・南限：UNHCR の Way Station 南側からナシルに向けて伸びる道路 
・東限：バンクと排水路があり、SPLA が配置される道路 
・西側：ナイル川 
 
３－５ 調査実施上の留意点 

（１）安全及び心身の健康の確保について 
１）全体事項 

マラカルタウンにおける一般治安は安定しており、タウン内の移動など日常生活の範

囲、通常の事業実施の範囲内では特段の支障は想定されないものの、周辺州における部

族間抗争、家畜をめぐる争い、一部の民兵の動きが確認されることに加え、事業対象地

域は南北国境上に位置するため治安悪化の要素を潜在的に有している。また、経済的に

も物流の多くを北部に依存していることから、国境封鎖等による日常生活に受ける影響

が顕著である。 
したがって、本プロジェクト実施にあたっては、すべての JICA 関係者がこれらの状況

を十分理解したうえで、別途定める「マラカル滞在の手引き」における留意事項を順守

し、日常から情報収集に努め不要な外出は控えることが必要である。 
あわせて、著しく基礎的インフラの欠如する本プロジェクト対象地は厳しい生活状況

が想定されるところ、団員の心身の健康管理には十分留意が必要である。 
２）要員計画策定にあたっての留意事項 

ａ）マラカルの連続執務は 3 週間（ジュバからの移動日を含め 21 日）を超えるアサイン

となる場合、3 週間当たり 1 週間（ジュバへの移動日を含め 7 日）は必ずジュバもしく

はナイロビでの執務を挟む。 
ｂ）必ずしも現地での作業が必要ではない分析等の業務は、本邦での実施を認める。 

 
（２）紛争予防配慮の重要性と要員計画への反映について 

既述のとおり、マラカルタウンにおける一般治安は安定している一方で、プロジェクト

活動上意図しなかったとしても些細なきっかけが潜在的な緊張関係を顕在化させる可能性が

あることから、以下 3 つの視点を常に考慮する。 
１）プロジェクトを実施することにより、不安定要因を助長しない（ネガティブインパクト

回避）。 
２）プロジェクトを実施することにより不安定要因を縮小する。 
３）プロジェクトが直面する様々なリスクを想定し回避するために工夫する。 

 
具体的には、紛争予防配慮団員の専門家を配置し、複数の情報源から得られる最新の

マラカル情勢、UNMISS、ドナー、国際 NGO からの情報、カウンターパートや住民の話

を踏まえて、活動上の留意点を遅滞なくアップデートし、最大限の配慮と対策を講じる。

具体的にモニタリングが必要な項目は以下の点である。 
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ａ）国・地域全般（ジュバでの情報収集が主） 
①南北スーダンの関係（政治、治安、経済） 
②グレーターアッパーナイル地方における民兵の動向 
③SPLM-DC（ラム・アコル氏）の動向 
④UNS への IDPs の帰還動向 
⑤一般市民からの武器回収の動向（2011 年 11 月から） 
⑥恒久憲法に関する議論（特に国と地方の関係） 

ｂ）プロジェクト関連の情報（マラカルでの情報収集が主） 
①マラカルへの避難民の帰還・定住動向、定住の阻害要因 
②マラカルタウンの人口分布（部族、宗教）、コミュニティ・部族間の関係 
③市・郡、区、村落の行政機能に加えて、部族ごとの伝統的統治体制及びコミュニティ

の社会構造 
④土地所有形態、土地問題 
⑤内戦前の生計手段、現在の生計手段、ポテンシャル 

ｃ）情報源 
①国連（UNMISS、UNHCR、UNMACC） 
②マラカルで活動する国際 NGO（ARC ほか） 
③先方政府（知事、副知事、ライン省庁、旧 CPA 省、郡長ほか） 
④部族長、一般住民 

 
（３）オーナーシップ醸成のための配慮について 

長く開発から「見捨てられ」人道支援に依存してきたマラカルタウンでは、利用可能な

資源があるにも関わらず、開発に対するオーナーシップが著しく欠如している。UNS、住民

ともに、本プロジェクトの成果発現のために粘り強い活動、持続性確保のための取り組みが

求められる。現地活動に際しては、通常の案件以上に UNS の主体性を引き出せるような工

夫が肝要である。具体的には以下の取り組みが求められる。 
１）UNSとの協議体制構築 

JCC をはじめとしてプロジェクト実施に際しての決定事項は、日本側がすべてを準備・

決定し、UNS に報告するのではなく、UNS が意思決定を行える場の設定などを工夫する。

また定例ミーティングなどを開催し、先方の意見を聴取し、計画に反映できるよう工夫

する。 
２）現場、作業へのカウンターパートの同行 

現場での活動の際にはできる限りカウンターパートを同行する。このことは技術移転

に加えて、団員の身の安全の確保、住民に対する UNS のプレゼンス強化にもつながる。 
３）切れ目のない団員配置 

クリスマス休暇、年始年末を除き、団員の不在期間が生じないように計画し、プロジ

ェクト期間を通じて、先方政府への働きかけにブランクが生じないようにする。 
４）重点団員の配置 

JICA の協力実績がなく、かつ政情に不安を抱えるマラカルタウンに置いては、組織ベ

ースに加え、人と人の関係による信頼関係の醸成が正しい情報の獲得に重要な条件とな
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る。したがって、団員配置に際しては、各分野で重点団員を設定し、当該団員を長期的

にアサインすることで、信頼関係を構築できるようにする。 
５）執務場所 

治安の悪化等が確認されない限り、日中は UNS インフラ・農村開発省内に確保される

オフィススペースにて活動し、顔の見える活動を展開する。 
 

（４）事業対象地域にかかる留意点 
2011 年 11 月時点でマラカルタウンは正式な行政区分として指定されておらず、本プロジ

ェクトの対象地は UNMACC による地雷除去（Mine Clearance）が完了した地域内とする

（第２章 ２－２（６）のとおり）。 
マラカルタウンは行政区として 2012 年に正式に指定される予定であり、その際には現在

の本プロジェクト対象地域設定との齟齬が生じる可能性がある。本プロジェクトの目的はマ

ラカルタウンの総合開発計画策定であるので、その場合は、UNS 及び JICA の協議に基づき、

UNMACC と地雷除去状況を確認し、プロジェクト対象地域を一部拡大する可能性がある。 
活動に際しては、UNMACC による除去が完了する以前に住民自身が移動した地雷が確認

される場合があるので、Mine Clearance 区域外での活動は控え、地形図作成、コミュニティ

プロファイル調査に際しては住民の意見を聞き、周辺状況の変化に十分に留意し、再委託先

にも注意喚起を徹底する。なお、調査対象地域内で地雷が発見された場合は速やかに州知事

及び JICA が UNMACC に対して正式に地雷除去を依頼する。 
 
（５）総合開発及び緊急支援の対象とするプログラム 

マラカルタウンが面積約 24km²、人口約 12.6 万人の小規模な街であることから、全体の

ビジョンを設定したうえで、以下 7 プログラム（うち、太字を重点分野とすることを想定）

を項目建てとして開発計画の策定を行う（本プロジェクトのイメージ図は付属資料 6 のとお

り）。 
まずは分野別に、現状分析に基づき 2022 年をめざしてどのような手順・道筋でマラカル

タウン発展の青写真を描くのか、具体的なプロジェクトを特定し、時間的な流れの中でプロ

グラム化する。そのうえで、プロジェクト相互の有機的連携を図る全体的なプログラム化を

行い、緊急かつプレゼンスの高い事業について、3～4 件程度のプロジェクトを実施する。 
 

プログラム名 本調査の対象とする具体的分野 

安全な水の安定的供給 簡易浄水施設、給水車、アクセス道路の確保 

平等な教育機会の提供 教育施設インフラ 

安心して暮らせる保健医療サービスの提供 保健医療施設インフラ 

衛生的な暮らしの推進 ごみ処理 

安定的な電力供給 電力インフラ 

生計手段の取得／生活の改善  職業訓練、農業、漁業 

安全で安定した交通路の確保 河川水運、排水路の整備、道路 
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（６）カウンターパートの脆弱さについて 
独立後間もない ROSS 及び UNS は、中堅、現場レベルの人材が不足しており、大臣クラ

スがすべての事業で詳細内容を直接判断せざるを得ない状況であり、時に大型インフラ案件

が州知事や大臣クラスのみで決定、契約され、次長以下省内スタッフがプロジェクトの存在

を知らないケースも多い。したがって、情報入手の際は国際機関も含めた複数の情報源から

情報を収集することが必要である。また、活動計画策定及びその実施に際しては、先方政府

組織の脆弱性に十分留意する。特に、アポイントメントの確保や作業依頼事項は、先方に随

時リマインドするなどの丁寧なフォローを必ず行う。 
あわせて、ROSS は汚職対策キャンペーンを進めていることから、本プロジェクトがこの

キャンペーンに反することのないよう細心の注意を図る。 
 

（７）本プロジェクトに関連するわが国の主な援助活動 
本プロジェクトは、JICA が初めて地方部に展開する案件であり、これまでマラカルに特

化した協力実績はない。一方で、以下のジュバを活動の中心とする技術協力プロジェクトに

おいて、マラカルの人材も対象とした研修・セミナー、あわせて活動の一環として専門家が

マラカルの調査を実施しているところ、情報の収集、研修員の選定、専門家活動に際しては、

情報共有、情報提供等を積極的に行い、本プロジェクトとの相乗効果が発揮されるよう努め

る。 
 

プロジェクト名 活動実績 

基礎的技能・職業訓練

強化計画プロジェクト

フェーズ 2 

・自動車・電気・木工の各訓練コースの講師に対して指導者研修を

マラカルで実施（約 1 週間×2 回） 
・マラカルの職業訓練校の講師 10 名に対してウガンダの職業訓練

所で研修を実施 

戦略的保健人材育成計

画プロジェクト 
2 年間で全州向けにワークショップを 7 回、助産・看護師研修を 1
回開催しており、UNS 保健局からも毎回 1～2 名が参加 

水道事業経営能力強化

プロジェクト 

・セミナーに南スーダン水道公社マラカル支局長が参加 
・今後、ジュバで開催するワークショップや研修に南スーダン水道

公社マラカル支局職員が参加予定 

理数科教育強化計画プ

ロジェクト 
・ジュバで UNS の理数科研修講師 7 名を養成（2 週間の訓練×3 回

の予定） 

内水輸送運営管理能力

強化プロジェクト 
・専門家が現地調査 
・ジュバで開催するワークショップにマラカル港湾職員が参加 

南スーダンジュバ市持

続的な道路維持管理能

力強化プロジェクト 

・プロジェクト計画に他地域の人材育成を含む（2011 年 10 月に開

始されたため活動実績無） 

 
（８）諸外国の活動との相乗効果について 

諸外国による活動が限定的ななかで、各開発協力/人道支援の効果を最大限に発揮できる
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よう計画策定及び特に緊急支援計画策定に際しては、重複や各団体による方針に反すること

のないよう、十分に留意する。2011 年 10 月時点で諸外国の活動は以下のとおり。 
 

機関名 プロジェクト名 活動内容 

UNDP Support to the States in Southern Sudan 
【ソフト支援】 
・UNV 派遣による UNS 能力の強化 
・UNS には 7 名を派遣中（2011 年 10 月）

USAID Sudan Infrastructure Service Project 
【ハード支援】 
・浄水場の小規模改修 

USAID Sustainable Water and Sanitation in Africa 
【ソフト支援】 
・水道公社の組織（特に経営面）強化支援

Sino 
Hydro 

マラカルタウン内道路改修（UNS 予算）
【ハード支援】 
マラカルタウン内の道路 41km の整備事業 

Kano マラカルタウン内道路改修（UNS 予算）
【ハード支援】 
マラカルタウン内の道路 17km の整備事業 

 
（９）JCCの開催 

プロジェクトの情報共有及び必要な合意形成のため、以下１）に述べる時期を想定して

JCC を開催する。メンバーは、R/D にて合意した２）に述べるとおりであるが、必要に応じ

て JCC メンバーの合意のもと追加できる。 
１）実施時期 

ａ）プロジェクト開始時のインセプションレポートの発表  
ｂ）調査開始後 8 カ月のインテリムレポートの発表、緊急支援計画の承認  
ｃ）調査開始後 17 カ月の緊急支援プロジェクトの進捗状況報告 
ｄ）調査開始後 23 カ月のドラフト・ファイナルレポートの発表 

２）メンバー 
ａ）議長 

 UNS インフラ・農村開発省大臣 
ｂ）メンバー 

・UNS 州知事事務局 
・UNS インフラ・農村開発省 
・UNS 財務貿易経済計画省 
・UNS 保健省 
・UNS 労働公共サービス人的資源省 
・マラカルタウン 
・マカルカウンティ 
・ROSS 住宅インフラ計画省 
・在ジュバアッパーナイル州リエゾンオフィス 

ｃ）日本側 
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・南スーダン駐在員事務所 
・JICA 専門家 

 
３－６ 調査項目 

本プロジェクトにおいては以下の調査を行う。一方で、本プロジェクトを取り巻く環境とし

て、南北スーダンの緊張関係、３－５の（２）で述べた紛争予防配慮の必要性、カウンターパー

ト人材の不足等の制約が考えられ、プロジェクト活動には困難を伴うことも想定されている。一

方で、長く開発の恩恵を受けてこなかったマラカルタウンにおいては、具体的かつ現実的な事業

の提案、実施が喫緊の課題であることから、本プロジェクトにおいては、具体的な緊急支援プロ

ジェクトの実施及び中・長期的案件の提案を着実に実施することを最優先事項とする。 
 
（１）マラカルタウン社会経済インフラ総合開発計画の策定 

１）現況分析 
２）開発計画をめぐる現状の把握及び分析 
３）社会経済インフラ現況及び事業のレビュー 
４）過去の開発事業レビュー 
５）地方行政 
６）タウンプロファイル策定 
７）地形図作成（1/2500） 
８）自然条件調査 

 
（２）社会経済フレームの設定 

１）人口フレームの設定 
２）社会経済フレームの設定 

 
（３）マラカルタウン開発ビジョンの策定 

１）社会/経済インフラ開発ビジョン及び戦略の策定 
 
（４）マラカルタウン社会経済インフラ総合開発計画の策定 

１）2022年を目標年とした事業実施計画 
２）プロジェクトロングリスト（概略事業費積算含む）の策定 
３）戦略的環境アセスメントの考え方に基づいた環境社会案の比較・検討 

 
（５）緊急支援計画の策定及び実施支援 

１）緊急支援計画の策定 
２）優先プロジェクトの対象候補のリストアップ 
３）優先プロジェクトのプロジェクトプロファイル（案件概要）の作成 
４）経済分析、財務分析の実施 
５）調達事情調査 
６）概略事業費の積算 
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７）インパクト予測、目標設定、ベースライン調査 
８）初期環境影響評価（IEE）レベルの環境社会配慮調査 
９）プロジェクトの優先順位づけ 
10）プロジェクトの決定（緊急支援） 
11）中・長期的案件の提案支援 

 
（６）実施支援 

１）技術調査（地形測量、自然条件調査等） 
２）環境社会配慮調査（実施監理、モニタリング実施支援を含む） 
３）計画策定、対象施設の設計 
４）設計照査 
５）概略施工計画立案、入札準備（積算/入札図書作成） 
６）業者選定（入札、契約支援） 
７）実施（支援）、施工監理 
８）維持管理体制の構築支援 
９）評価と提言の取りまとめ 

 
（７）コミュニティ事業 

１）LBTによるコミュニティ道路改善 
 
（８）社会経済インフラ整備のための人材育成 

１）セクター別人材育成計画の策定 
２）本邦研修の実施支援、評価 
３）現地研修の計画、実施、評価 
４）既存技術協力プロジェクトとの連携計画の策定 

 
３－７ 社会経済インフラ総合開発計画の策定 

紛争予防配慮の観点から調査及びその後の計画策定に際しては特に以下の点に留意する。 
 

（１）帰還民の定住促進と地域の再生の視点 
マラカルが開発されていた当時の状況に戻すのではなく、ハルツームからの帰還民定住

促進の視点を含めた新しいタウン開発という視点が求められる。帰還民居住区については、

居住区（ブロック単位）が形成された経緯やコミュニティの属性について、区長や部族長か

らヒアリングを行う。 
なお、帰還民居住区について、現在インフラ・農村開発省によって抽選販売されている

が、複数の帰還民世帯に配分されているケース、地元住民所有との土地争い、帰還民間の土

地争いなどが発生している。したがって、居住区が形成された経緯や居住区コミュニティの

特性、社会構造の把握などの社会分析を踏まえたアプローチが肝要である。 
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（２）域内の格差是正を視野に入れた町づくり 
社会経済インフラへのアクセス面での地域内の格差を拡大しないこと、また可能な範囲

でこれらのアクセスの格差を是正するような経済社会インフラ事業を提案する。 
 

（３）住民の生計活動・経済活動活性化のためのシナリオづくり 
世帯調査等を通じて、地元住民の生計手段確保及び地元の経済活動活性化のための方策

を検討する。地元住民からは、帰還民等がハルツームから新しい知識・情報を持ち帰ってい

るとの期待の声もあることから、世帯調査ではそうした新たなポテンシャルに関しても聞き

出すことが重要である。 
 
３－８ 緊急支援計画、支援 

平和の配当を早期に示すこと及び関係者へのプロジェクトの計画・管理に係る技術移転、及

び JICA のプレゼンス確保を目的として、調査の開始直後から緊急支援の準備に着手する。まず

は詳細設計や大がかりな調達が不要なコミュニティ道路改修に着手しつつ、乾季、具体的には乾

季のはじまる 2012 年の 10 月には着工できるよう計画を策定する。あわせて、雨季には研修を計

画するなど、活動に断絶が生じないように工夫する。 
 

（１）想定分野とプロジェクト（案） 

分野 目的 プロジェクト（案） 留意事項 

コミュニ

ティ道路

改修 

早期の具体的事

業着手 
・LBT によるコミュニティ道路

の改修 

現地渡航後直ちに着手し、

プロジェクト期間を通じて

対象コミュニティを変え、

継続実施する。 

給水 

最も困窮度の高

い住民の安全な

水へのアクセス

改善 

・パッケージ型浄水施設設置 
・給水車調達 
・給水拠点の設置 
・アクセス道路の改善 

具体的計画はインテリムレ

ポート時に JCC にて合意す

る。 

港湾 
地域の経済活動

活性化支援 

・小規模船舶用の小型桟橋設置

・荷役機械の調達 
・アクセス道路整備 
・ヤードの改善 

具体的計画はインテリムレ

ポート時に JCC にて合意す

る。 

 
このほか、衛生等のマラカルタウンの開発ニーズは膨大であることから、調査を通じて

上記の分野以外で適切と考えられるプロジェクトがある場合、随時検討する。 
 

（２）緊急支援選定に際しての留意事項 
対象地域・裨益者の選定、事業内容の検討に際しては本プロジェクトが紛争を惹起する

ことのないよう以下の点を十分配慮する。 
１）計画策定の際は、部族間の関係性に留意して、フォーマルな行政のみならず部族長等の



－21－ 

伝統的統治体制も視野に入れて計画する。 
２）地元住民居住区に加えて、帰還民居住区をも対象エリアとする。またこれにも関連し、

社会経済インフラ整備が遅れている地域に配慮する。 
３）若年層の問題に留意して、緊急支援プロジェクトを実施する際は地域住民及び若年層を

工事労働に雇用するなどして、若年層を活動に参加させるよう工夫する。 
４）市内の土地はすべて政府の土地といわれているものの、土地収用が必要な場合は、UNS

のみならず伝統的指導者や地区リーダーとも土地所有及び利用についての確認と合意形

成を行う。 
 
３－９ 調査団員構成 

（１）直営人材 
厳しい事業実施環境下におけるプロジェクトとなるので、以下（２）において発注する

コンサルタントに加えて JICA 人材を配置し、緊密にコミュニケーションを図り、安全及び

心身の健康確保に努める。 
１）南スーダン駐在員事務所プロジェクト担当 

ジュバを主な執務地とし、プロジェクトの実施監理にあたる。 
２）南スーダン駐在員事務所マラカル担当企画調査員 

マラカル及びジュバの双方にて活動し、プロジェクトの実施監理にあたる。 
３）本プロジェクト直営の専門家 

プロジェクトの円滑な運営のために JICA 直営の専門家を 3 名程度配置し、そのうち 2
名を常駐させる。これらの専門家はローテーションでマラカル、ジュバ、及び東京を活

動場所とする。 
 

（２）業務実施型 
１）総括/都市計画 
２）副総括/社会経済インフラ開発計画 
３）地方行政/社会調査 
４）タウンプロファイル策定/紛争予防配慮 
５）地形図総括/現地調査監督 
６）標定点測量 
７）空中写真撮影/空中三角測量 
８）数値図化/数値編集 
９）構造化/GISデータ作成 
10）給配水計画 
11）給水緊急支援計画/施工監理 
12）簡易上水施設/機材維持管理/水人材育成 
13）コミュニティ道路改善（LBT） 
14）道路基本計画/道路開発技術 
15）道路維持管理計画/機材 
16）排水計画 
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17）港湾基本計画 
18）港湾緊急支援計画/施工監理 
19）社会経済インフラ計画（保健、教育、電力） 
20）廃棄物対策 
21）施工計画/積算/施工監理補助 
22）調達 
23）自然条件調査/環境社会配慮 
24）照査技術者 
25）業務調整/施工監理補助 

 
３－10 調査スケジュール 

付属資料 7 のとおり。 
主なマイルストーンは以下のとおりとする。 

・インセプションレポートの発表（プロジェクト開始時） 
・インテリムレポートの発表、緊急支援計画の承認（調査開始後 8 カ月を想定） 
・緊急支援プロジェクトの進捗状況報告（調査開始後 17 カ月を想定） 
・ドラフト・ファイナルレポートの発表（調査開始後 23 カ月を想定） 
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第４章 事前評価 
 
４－１ 案件名 

国 名：南スーダン共和国 
案件名：アッパーナイル州マラカルタウン社会経済インフラ総合開発及び緊急支援計画策定プロ

ジェクト 
 
４－２ 協力概要 

（１）事業の目的 
アッパーナイル州マラカルタウンにおける社会経済インフラ整備を通じて、人々が平和

の配当としてインフラによる便益を享受し、かつ UNS の行政サービスデリバリー能力が向

上することを目的とする。具体的には、マラカルタウンにおいて、2022 年を目標とした社

会経済インフラ総合開発計画を策定したうえで、同計画において具体的プロジェクトの優先

順位づけを行い、そのうち緊急性の高いプロジェクトの実施を支援する。あわせて、開発計

画策定及び緊急支援プロセスにおける OJT、本邦・現地国内研修を通じ、持続的に UNS が

総合開発計画を実施できる人材を育成する。 
 
（２）調査期間 

2012 年 1 月～2013 年 12 月（24 カ月） 
 
（３）総調査費用 

8.0 億円（暫定） 
 
（４）協力相手先機関 

責任機関：UNS 
実施機関：UNS インフラ・農村開発省  
助言機関：ROSS 住宅インフラ計画省 

 
（５）計画の対象（対象分野、対象規模等） 

アッパーナイル州マラカルタウン（面積：約 24km²、人口約 12.6 万人）。計画対象分野は、

「安全な水へのアクセス改善」「運輸交通」「生計手段の確保」「電力」「公衆衛生」「保健」

「教育」の 7 分野とし、このうち緊急性及びフィージビリティの高い分野において 3～4 件

の緊急開発支援及び人材育成を行う。 
 
４－３ 協力の必要性・位置づけ 

（１）現状と問題点・紛争分析 
2011 年 7 月 9 日独立した南スーダン共和国は長年にわたる紛争によってハード・ソフト

双方の面において本格的な開発が必要であることに加え、2005 年の CPA 以降、比較的治安

が安定した首都ジュバタウンに開発が集中した結果、開発の恩恵を受けられない地域との格

差が顕在化しつつあり、新国家開発に向けた課題は多い。 
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本プロジェクトの対象地であるマラカルタウンは、北にスーダン国と国境を接するアッ

パーナイル州に位置する、東西約 3km×南北約 8km、人口約 12.6 万人の都市である。1970
年代の南北統一政府時代には浄水場、道路、港湾等の社会経済インフラが整備され、南部ス

ーダン 3 大都市の一つとして発展し、広くアラビア語による教育も普及していた。しかしな

がら、1980 年代からの 25 年にわたる内戦の間にタウンを取り囲んで地雷が埋設され、イン

フラは荒廃し、多くの人材が国内外に流出した。さらに CPA 以降も、首都ジュバとの政治

的・地理的距離や政情不安によって、南スーダン政府及び諸外国による支援が届きにくい状

況が続いており、人々の日常生活に支障を来している。 
具体的には、あらゆる活動の前提となる安全な水を提供する浄水及び給水施設の絶対的

不足、舗装率 5％に満たないタウン内道路、埋没した雨水排水網、貨物の伸びにより輻輳著

しい港湾、貧弱で非衛生な保健医療施設、街中にあふれる廃棄物、帰還民の流入等人口増加

に伴う就業機会の確保、電力不足等、あらゆる社会経済インフラが不足している。 
このような状況下、帰還民の流入は勢いを失わず、マラカルタウンは無秩序に拡大しつ

つある。このことから、一連の開発ニーズを整理し、プライオリティづけする総合開発計画

の策定が必要とされている。また、ソフト面でも、各分野及び州全体として復興・開発の道

のりを見通し、計画を立案し、そのための予算の確保・配分・実行・モニタリングを行う行

政官の能力強化が重要な課題となっている。 
こうした状況のもと、マラカルの住民生活の安定に欠かせない基礎的サービスの提供に

必要なインフラと人材育成を含む総合開発計画策定を支援することは、国家建設ならびに政

治的安定の観点から、独立を経たいま極めて重要かつタイムリーである。 
 
（２）不安定要因・安定要因の特定 

１）紛争要因/不安定要因 
ａ）CPA 成立以降に拡大しているジュバと地方の格差 
ｂ）グレーターアッパーナイル地方における民兵の活動の活性化、地雷の再埋設 
ｃ）アッパーナイル州の西側に位置する南コルドファン州、東側に位置する青ナイル州

（いずれもスーダン領）における SAF と SPLA 間の戦闘  
ｄ）国境封鎖による物価上昇等の経済的逼迫 
ｅ）帰還民と受入れコミュニティの間の土地及び社会経済インフラの配分をめぐる軋轢 
ｆ）5 つの部族による土地所有や郡・区の境界線をめぐる争い 

２）安定要因 
ａ）ROSS における地域・民族バランスに配慮した組閣（アッパーナイル州を中心とする

シルック族の複数の大臣・副大臣の任命） 
ｂ）アッパーナイル州に本部がある SPLM-DC 党首のアコル氏とキール大統領との間で、

国家建設に向けた協働体制の合意が成立 
ｃ）政府と一部民兵の間での停戦合意 

 
本事業は全国レベルでは首都と地方の格差の縮小に資するとともに、州レベルでは社会

経済インフラ開発計画の策定を通じて、将来的に帰還民の定住促進や住民間の対立緩和に貢

献することが期待される。 
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（３）相手国政府国家政策上の位置づけ 
１）暫定憲法 

2011 年から 4 年間をかけて審議される暫定憲法において、国と地方の関係については

地方への権限移譲が謳われている。UNS の能力を強化し、UNS 自身の開発計画策定及び

実施能力を育成する本事業は、同憲法の趣旨と一致する。 
２）州開発計画 

アッパーナイル州はその「州開発計画」において、「すべての人々が尊厳をもち、社

会・経済発展の機会を与えられる、平和で調和のとれた州」を開発ビジョンとして掲げ、

これを実現するための UNS のミッションとして「時宜に適った、適切で質の高い基礎的

サービスの提供、和平の促進、治安の確保、和解の促進、意思決定への住民参加の促進、

男女の平等な機会の提供」を掲げている。本事業はこのビジョンに沿って、より具体的

な開発計画策定、実施支援を行うものであり、その主旨に一致する。 
 
（４）他国機関の関連事業との整合性 

マラカルタウンは不安定な治安から、諸外国による支援は人道支援もしくは小規模な開

発協力に限定されており、中長期的な視点に立った開発協力の実績はない。現在、国連開発

計画が財務省の能力強化（国連ボランティアの派遣）、UNDP が南スーダン水道公社の財務

能力支援を行っており、UNS の能力強化を目標の一つとする本事業の趣旨と一致する。 
本事業は、マラカルタウンにおける初の中長期的な開発協力であることから、事業結果

を他ドナーが積極的に活用できるようセミナーなどを通じて進捗及び結果を周知し、総合開

発計画の成果が活かせるよう働きかける。 
 
（５）わが国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ  

「対南スーダン共和国事業展開計画」の重点分野「新国家建設支援（インフラ整備・ガ

バナンス能力強化）」に合致する。さらに、「開発課題への日本の対応方針」として挙げられ

ている「地域格差の是正」に資する。 
 
４－４ 協力の枠組み 

（１）マラカルタウン社会経済インフラ総合開発計画の策定 
１）現況分析 

ａ）開発計画をめぐる現状の把握及び分析 
ｂ）社会経済インフラ現況及び事業のレビュー 
ｃ）過去の開発事業レビュー 
ｄ）地方行政 
ｅ）タウンプロファイル策定 
ｆ）地形図作成（1/2500） 
ｇ）自然条件調査 

２）社会経済フレームの設定 
ａ）人口フレームの設定 
ｂ）社会経済フレームの設定 
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３）マラカルタウン開発ビジョンの策定 
ａ）社会/経済インフラ開発ビジョン及び戦略の策定 

４）マラカルタウン社会経済インフラ総合開発計画の策定 
ａ）2022 年を目標年とした事業実施計画 
ｂ）プロジェクトロングリスト（概略事業費積算含む）の策定 

 
（２）緊急支援計画の策定及び実施支援 

１）緊急支援計画の策定 
ａ）優先プロジェクトの対象候補のリストアップ 
ｂ）優先プロジェクトのプロジェクトプロファイル（案件概要）の作成 
ｃ）経済分析、財務分析の実施 
ｄ）調達事情調査 
ｅ）概略事業費の積算 
ｆ）インパクト予測、目標設定、ベースライン調査 
ｇ）IEE レベルの環境社会配慮調査 
ｈ）プロジェクトの優先順位づけ 
ｉ）プロジェクトの決定（緊急支援） 
ｊ）中・長期的案件の提案支援 

２）実施支援 
ａ）技術調査（地形測量、自然条件調査等） 
ｂ）環境社会配慮調査 
ｃ）計画策定、対象施設の設計 
ｄ）設計照査 
ｅ）概略施工計画立案、入札準備（積算/入札図書作成） 
ｆ）業者選定（入札、契約支援） 
ｇ）実施（支援）、施工監理 
ｈ）維持管理体制の構築支援 
ｉ）評価と提言の取りまとめ 

 
（３）コミュニティ事業 

１）LBT によるコミュニティ道路改善 
 
（４）社会経済インフラ整備のための人材育成 

１）セクター別人材育成計画の策定 
２）本邦研修の実施支援、評価 
３）現地研修の計画、実施、評価 
４）既存技術協力プロジェクトとの連携計画の策定 

 
（５）アウトプット（成果）  

１）マラカルタウンを対象として、2022年を目標年次とした社会経済インフラ総合開発計画
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が策定される。 
２）優先プロジェクトが明確化され、そのうち緊急性の高いプロジェクトが実施される。 
３）UNSが総合開発計画を活用し、インフラ整備を進めるための人材が育成される。 

 
（６）インプット（投入） 

１）直営専門家 
ａ）分野 

UNS アドバイザー/紛争予防配慮、ドナー連携/業務調整、コミュニティ開発/業務調

整 
ｂ）人数 

各分野 1 名 
２）コンサルタント（分野／人数） 

ａ）分野 
総括/都市計画、副総括/社会経済インフラ開発計画、地方行政/社会調査、タウンプロ

ファイル策定/紛争予防配慮、地形図総括/現地調査監督、標定点測量、空中写真撮影/空
中三角測量、数値図化/数値編集、構造化/GIS データ作成、給配水計画、給水緊急支援

計画 /施工監理、簡易上水施設 /機材維持管理 /水人材育成、コミュニティ道路改善

（LBT）、道路基本計画/道路開発技術、道路維持管理計画/機材、排水計画、港湾基本

計画、港湾緊急支援計画/施工監理、社会経済インフラ計画（保健、教育、電力）、廃

棄物対策、施工計画/積算/施工監理補助、調達、自然条件調査/環境社会配慮、照査技術

者、業務調整/施工監理補助 
ｂ）人数 

約 20 名程度 
ｃ）その他 研修員受入れ 

本邦、第三国、現地研修を調査結果を踏まえて実施する。 
 
４－５ 協力終了後に達成が期待される目標 

（１）提案計画の活用目標 
策定された総合開発計画を活用し、UNS が社会経済インフラ整備プロジェクトを実施す

る。 
 
（２）活用による達成目標 

社会経済インフラの整備を通じ、対象地域の住民が基礎的サービスによる便益を享受し、

かつ UNS の行政サービスデリバリー能力が向上する。 
 

４－６ 外部要因 

（１）協力相手国内の事情 
治安情勢：対象地域は、スーダン南北の関係や南スーダン国内の政治情勢、民兵に関す

る動向次第で、治安情勢が変化するリスクがある。国連南スーダンミッションなどから政

治・治安情報を確認し、必要な安全対策措置を講じる。 
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（２）関連プロジェクトの遅れ  
特になし。 

 
４－７ 貧困・ジェンダー・環境・紛争予防等への配慮 

（１）プロジェクト全体 
１）対象地域・裨益者の選定 

ａ）部族間関係への配慮 
マラカルタウンは 5 つの部族（ディンカ、ヌエル、シルック、マバン、コマ）が地

理的に入り組んで居住しており、紛争後、部族間で土地や権力をめぐる争いが頻発して

いる。したがって、一部の部族に裨益が偏在しないよう、現状の地理的関係、政治的関

係を把握し、政治及び経済的に少数民族であるといわれているシルック族、マバン族、

コマ族にも本事業の恩恵が行き渡るようにする。 
ｂ）社会経済インフラの格差是正 

現在のマラカルタウンでは限られた社会経済インフラによる便益を一部の人口のみ

が享受している状況である。本事業を通じて、これらのアクセスの格差を是正するよう

な社会経済インフラ開発事業の優先順位づけを行う。 
ｃ）生計の手段確保、生活改善のための視点 

25 年以上にわたる紛争で疲弊した経済、帰還民の大量流入により、マラカルタウン

には職を持たない若年層が多数住む。あわせて、長く開発から「見捨てられ」人道支援

に依存してきた同地域では、州政府、住民ともに、利用可能な資源があるにも関わらず、

開発に対する主体的意識が著しく欠如している。これらの失業層は民兵動員の対象とな

りやすいため、特に若年層を中心として、インフラの維持管理や生計向上を通じて生計

手段の確保、生活改善のための手段を得られるよう巻き込む。 
ｄ）ROSSとUNSを巻き込んだ実施体制の構築 

責任機関及び実施機関は UNS であるが、JCC をはじめとして重要な意思決定に

ROSS を巻き込むことにより、中央と地方の関係が強化されるようにする。なお、中央

と地方の関係については、恒久憲法が制定されるまでの移行期間ではあるものの、新し

い国づくりに負の影響を与えないよう、現地で考えられている国のあり方との整合性を

確保する。 
 
（２）総合開発計画策定段階 

既存コミュニティへの裨益に加えて、帰還民の定住を促進するようにする。具体的には

内戦中地元に残った住民の分布を把握したうえで、帰還民居住区を特別扱いしない計画策定

を行う。帰還民居住区の中には、帰還民間及び帰還民と地元住民の間の土地争いが発生して

いる地域や不法居住区もあることから、UNS 関係者のみならず、市長・郡長や区長、部族

長から居住区の経緯について意見聴取及び協議を行ったうえで総合開発計画に反映させる。 
 
（３）緊急支援計画実施段階 

１）実施プロセス 
コミュニティ間の亀裂に配慮して、住民間の協議、意見調整を重視するとともに、異
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なるコミュニティが共同で従事できる活動の機会（例：技術研修）を作るよう配慮する。

また、住民代表からの意見聴取を行う際は、市長・郡長、区長のみならず、各部族長と

も行うよう配慮する。 
 
（４）環境社会配慮 

１）カテゴリ分類 
B 

２）カテゴリ分類の根拠 
本事業は「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010年4月公布）上、セクター

特性、事業特性及び地域特性にかんがみて、環境への望ましくない影響が重大でないと

判断されるため。 
３）環境許認可 

本調査で確認する。 
４）汚染対策 

本調査で確認する。 
５）自然環境面 

本調査で確認する。 
６）社会環境面 

上記（１）のとおり。 
７）その他・モニタリング 

本調査で確認する。 
 

４－８ 過去の類似案件からの教訓の活用 

（１）事業実施環境の整備 
復興支援国共通の課題である安全管理体制の整備、非常事態に対する対応の事前検討を

調査開始前に行い、事業実施環境を整備する。 
 

（２）安全管理体制の確立 
調査開始後は JICA 南スーダン駐在事務所の所員、企画調査員等との連絡を密に取るなど

し、安全管理体制及び非常事態の対応方法をアップデートする。 
 
４－９ 今後の評価計画 

（１）事後評価に用いる指標 
１）活用の進捗度 

・策定された総合開発計画を活用し、UNS がプロジェクトを実施しているかどうか 
２）活用による達成目標の指標（緊急支援計画の決定に伴い変更する） 

・住民の給水状況（取水手段の変化、取水までの時間）が改善しているかどうか 
・コミュニティによって、コミュニティの道路が改善されたかどうか 
・港湾が改修され、貨物取扱能力が向上しているかどうか 
・UNS が具体的なプロジェクト実施に必要な立案、計画、実施、モニタリングを理解し
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ているかどうか 
 
（２）上記１）及び２）を評価する方法及び時期 

調査終了後 5 年目以降、必要に応じ実施する。 
 



付 属 資 料 

１．調査日程 

 

２．主要面談者 

 

３．R/D（署名済み）

 

４．実施体制 

 

５．現地報道記事 

 

６．全体イメージ図 

 

７．工程計画 

 

８．議事録 

 



 



－33－

１．調査日程

*数字は議事録番号

総括 平和構築/行政 評価分析/計画管理

小西　淳文 土肥　優子 小島　海

10月8日 土 ジュバ着

10月9日 日
ジュバ→マラカル
コンパウンド用地確認
SDAとの協議

10月10日 月

ジュバ着
11:00 UNMAC
14:30 UNMAC
16:00 情報通信省

08:30 UNICEF コンパウンド視察
10:00 州知事表敬、協議*01
11:30 UNMAO協議*02
12:00 UNDSS表敬、ヒアリング
15:00 SSUWC視察、ヒアリング

10月11日 火

10月12日 水

10月13日 木

10月14日 金

10月15日 土 ジュバ着

10月16日 日

10月17日 月

10月18日 火

10月19日 水 ジュバ発

09:00 インフラ・農村開発省都市計画局協議*08
10:00 CPA省ヒアリング*09
11:00 シルック族長老表敬
15:30 財務貿易経済計画省次官協議
16:00 ARC(UNHCRのIP）ヒアリング*10
16:30 インフラ・農村開発省協議

担当業務

名前

11:30 外務国際協力省報告
15:00 住宅インフラ計画省報告、協議*14

10:00 署名式
11:30 JICA南スーダン駐在事務所報告

14:00 UNMISS表敬、協力依頼
16:00 UNSジュバ出張所表敬*15

10:00 マラカル着
～12:30 市内視察

13:30 州知事主催ランチ
15:10 マラカル発

マラカルタウン内 視察

日程（実施済）

09:30 インフラ・農村開発省大臣表敬*03
11:00 ICRCヒアリング
12:30 UNMAOフィールド調査
15:00 閣僚会議*04
16:30 インフラ・農村開発省大臣協議*05

10:00 UNHCR *06
12:00 マラカル市長*07
15:00 州知事事務局協議
15:30 インフラ・農村開発省協議

09:00 インフラ・農村開発省大臣協議
10:00 副知事協議*11
11:00 郡長協議*12
12:30 マラカルタウン衛生環境局ヒアリング*13
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２．主要面談者

 
 

＜南スーダン政府＞ 

外務国際協力省 次官 Amb. Majok Guandong Thiep 

局長 Kau Nak 

課長 John Majak 

外務国際協力省マルチ関係局 

課長 Joshua Franco Paul 

外務国際協力省国際法・条約局 アドバイザー Dr. Riek Puok Riek 

大臣 H.E. Jemma Numu Kumba 

副大臣 Mary Nyanlang 

住宅インフラ計画省 

次官 Dubuolh Wuol 

UN 州調整事務所 調整官 Tut 

通信省 副大臣 Beatrice Wani 

地雷除去機構 マラカル担当調整官 Zakaria Monyjiek Baguot 

 

＜アッパーナイル州政府＞ 

知事 H.E. Maj. Gen. Simon Kun Pouch アッパーナイル州 

副知事 Andrea Maya 

臨時事務局長 Johnson Biel Luak 

局長代理 Deng 

州知事事務局 

広報官 Manasseh Moses Riek 

大臣 Ayog Awer Lual 財務貿易経済計画省 

次官 Leau Kueth 

大臣 Bol Ruach Row 

次官 William Kur Ajang 

インフラ・農村開発省 

都市計画局課長 Gatwick 

保健省 臨時次官 Dr. Deng Akuam Deng 

CPA 省 地域平和コーディネーター Tut Pech 

南スーダン水道公社 マラカル支所長 Eng. Peter Nhial Gai 

市長 James Choul Poula 

副市長 Bushura Dak 

マラカルタウン 

市長代理 James Daniel Chuang 

マラカルタウン環境衛生局 局長 Mr. Mattew B Chol Joch 

マカル郡 郡長 Shugi Abosh Ajang 
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＜UN/ドナー関係＞ 

UNMISS 代表 Hilde F. Jonson 

所長 Koffi Dodzi Adossi UNHCR  

担当官 Ahmed Mosen 

UNMAO Juba プログラムオフィサー Sarah Holland 

UNMAO Malakal QA オフィサー Doep du Plessis 

 

＜NGO 関係＞ 

ARC 代表 Gregg 
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３．R/D（署名済み）
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 2011 年 10 月 9 日 
（作成者）小島 

議事録 01 

日時： 2011 年 10 月 9 日 （月曜日） 10：00～11：00   

 件名： 州知事表敬、プロジェクト概要説明 

 所属 役職 氏名 

先方 アッパーナイル州 知事 

州知事事務局 
州知事広報局 

H.E. Maj. Gen. Simon Kun Pouch 

Johnson Biel Luak 
Manasseh Moses Riek 

当方 調査団 
南スーダン駐在員事務所 

評価分析/計画管理 
次長 

企画調査員 

小島 海  
和田 康彦 

木村 真樹子 

 場所：州知事執務室 

 

配布資料：説明資料 

収集資料：なし 
 

主な議論： 

1. コンパウンド設置について 
（当方が設置を検討している）土地は、SDA 所有であり、設置は問題ない。土地交渉等で支援が必要

であれば協力する。 
 

2. プロジェクト概要について 

マラカルは長い間見捨てられた(neglected)土地であり、このプロジェクトを歓迎したい。 
 

3. 先方負担事項について 

日本人専門家のオフィススペースについては了解した。インフラ・農村開発省と協議する。そのほか

写真、治安に関する情報は随時提供する。土地問題が発生した際は解決に向けて支援する。 
 

4. 実施体制について 

・州の担当者については日本側が提案したとおり、インフラ・農村開発省を調整に据える形で問題な  

い。適任者はインフラ・農村開発省大臣が指名する。 

・中央政府の調整は、州のインフラ事業の監理、予算配分を行う住宅インフラ計画省が適任と考えてい

る。大統領府とのかかわりはなく、財務省は財務貿易経済計画省の予算請求に基づき、資金を配分し

ているのでインフラ事業は直接の所掌業務ではない。 
 

5. 調査スコープについて 
問題ない。初めに調査をしっかりと行い、それに基づき事業に移る手法は非常に重要と考えている。 
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８．議事録



緊急支援事業としては、水が適切。そのほかには電力、それに人材育成が優先課題である。港湾施設、

教育施設の改修も重要な課題。 
 

6. 調査対象範囲について 
マラカルタウンが新しく行政区として提案されており、すでに市長を任命している（11 日のミーティ

ングに同席予定）。2012 年には正式に議会にて承認される。 
 

7. 本邦研修について 

人材育成は非常に重要。インフラ・農村開発省、財務貿易経済計画省、労働省、保健省から研修員

を選出するのがよい。（11 日のミーティングで日本から提案することを想定） 
 

8. そのほか 

・11 日（火）15 時～州関係者を集めて、ミーティングを行う。 
・17 日（日）団長来訪時に州関係者でランチミーティングをアレンジしたい。 

 

＜以 上＞ 
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 2011 年 10 月 9 日 
（作成者）小島 

議事録 02 

日時： 2011 年 10 月 9 日 （月曜日） 11：30～12：30   

 件名： UNMAO ヒアリング（地雷状況の把握） 

 所属 役職 氏名 

先方 UNMAO 

Mine Action Authority 

QA Officer 

Regional Coordinator 

Doep du Plessis 

Zakaria Monyjiek Baguot 

当方 調査団 
南スーダン駐在員事務所 

評価分析/計画管理 
企画調査員 

小島 海 
木村 真樹子 

 場所：州知事執務室 

 

配布資料：説明資料(ドナー向け) 
収集資料：地雷除去マップ（詳細） 

 

主な議論： 
1. 地雷のクリアランス状況について 

マラカルタウンを囲んで SAF が埋設した地雷の除去は完了しており、除去区域内は安全（詳細の証

明書を入手）。ただし、UNMAO による地雷除去が本格化するまえに、IDP 帰還が本格化したため一

部の IDP 住居内（住居壁の外までは除去が完了している）、IDP が住居建設時に移動した地雷が現在

も時々発見されている。 

 UNMAO の活動が本格化する前に、IDP 帰還が本格化したため州知事が独自に de-mining を SPLA
に指示して行った。SPLA 軍の除去精度は低かったので、その後 UNMAO が除去を行った。 

 

2. 地雷の可能性がある地域について 
地雷の可能性がある場合は、UNMAO に正式に依頼があれば、UNMAO が除去する。 

 

3. 現在の活動対象地域について 
現在、UNMAO マラカルは UNS 他地域で活動を行っている。 

 

＜以 上＞ 
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 2011 年 10 月 10 日 
（作成者）小島 

議事録 03 

日時： 2011 年 10 月 10 日 （火曜日） 9:30～10:30   

 件名： 州インフラ・農村開発省大臣表敬、プロジェクト概要説明 

 所属 役職 氏名 

先方 アッパーナイル州インフラ・

農村開発省 

大臣 

土地・都市計画アドバイザー

農村開発アドバイザー 

Bol Ruach Row 

Shoulc Mareng Deng 
Nyakong Daniel Bomak 

当方 調査団 
南スーダン駐在員事務所 

評価分析/計画管理 
企画調査員 

小島 海 
木村 真樹子 

 場所：インフラ・農村開発省大臣室 

 

配布資料：説明資料 
収集資料：なし 

 

主な議論： 
 

1. プロジェクト概要 

歓迎したい。インフラの開発は州にとって重要である。 
 

2. コンパウンド建設について 

土地所有者との合意があれば特段、建設許可は必要ない。インフラ・農村開発省からの調整が必要

であれば提供する。 
 

3. 実施体制について 
インフラ・農村開発省が調整機関となるかたちで問題ない。プロジェクトダイレクターについては、

省内で協議して決めたい。 
 

4. 州の組織図について 

インフラ・農村開発省は大臣の下に次官（Director General）、その下に 8 つの部を設置している。

組織図は現在議会で審議中。コピーは調査団に提供できる。 
＜以 上＞ 
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 2011 年 10 月 10 日 
（作成者）小島 

議事録 04 

日時： 2011 年 10 月 10 日 （火曜日） 9:30～10:30   

 件名： 州ステークホルダーミーティング 

 所属 役職 氏名 

先方 アッパーナイル州 州知事 

州知事事務次官 

財務大臣 

財務貿易経済計画省次官 

インフラ・農村開発省大臣 

インフラ・農村開発省次官 

保健省次官 

マラカルタウン市長 

南スーダン水道公社マラカル支長官

H.E. Maj. Gen. Simon Kun Pouch

Johnson Biel Luak 

Ayog Awer Lual 

Mr. Leau Kueth 

Bol Ruach Row 

William Kur Ajang 

Dr. Deng Akuam Deng 

James Choul Poula 

Eng. Peter Nhial Gai 

当方 調査団 

 

南スーダン駐在員事務所 

平和構築/行政 

評価分析/計画管理 

企画調査員 

土肥 優子 

小島 海 

木村 真樹子 

 場所：州知事会議室 

 

配布資料：説明資料 

収集資料：なし 
 

主な議論： 

1. プロジェクト概要 
歓迎したい。インフラの開発は州にとって重要である。また日本の協力は on the ground であり感

謝している。納税者である日本人にきちんと説明できるようプロジェクトを進めたい（州知事、財

務貿易経済計画省大臣、インフラ・農村開発省大臣）。 
 

2. UNDP による都市計画について 

・まだ議会で承認されていないが、都市計画を持っている（州知事）。 
・UNDP の支援により作成された都市計画については承知している。JICA による都市計画はより詳細

のデータや金銭面のフィージビリティースタディーを含む内容になる。UNDP の都市計画に反するこ

とのないよう参考にしていきたい（JICA）。 
 

3. 実施体制について 

・日本側からの要望があれば、遠慮なく伝えてほしい（州知事）。 
＜以 上＞ 
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 2011 年 10 月 10 日 
（作成者）小島 

議事録 05 

日時： 2011 年 10 月 10 日 （火曜日） 16:30～17:15   

 件名： 州インフラ・農村開発省大臣との協議 

 所属 役職 氏名 

先方 アッパーナイル州 インフラ・農村開発省大臣 Bol Ruach Row 

当方 調査団 
 

平和構築/行政 
評価分析/計画管理 

土肥 優子 
小島 海 

 場所：州インフラ・農村開発省大臣室 

 

配布資料：説明資料 

収集資料：なし 
 

主な議論： 

1. Project Director について 

・インフラ・農村開発省次官の William Kur Ajang を任命する（大臣）。 
 

2. 州からの本邦研修参加者について 

・インフラ・農村開発省大臣、次官、SSUWC マラカル支次長の 3 名が適当（大臣）。 
 

3. 組織図について 

・入手できるよう次長が手配している。明日（11 日水曜日）には入手できる（大臣）。 
 

4. 州インフラ・農村開発省と ROSS 各省との関係について 

・州インフラ・農村開発省は、ROSS の複数省の兼轄下にあり、各省との関係は、省庁によって異なる

（大臣）。水分野と電力分野は、オペレーションコストは各省に直接請求しているため報告を上げてい

るが、そのほかの分野については、日常的なつながりはない。 

＜以 上＞ 
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 2011 年 10 月 13 日 
（作成者）土肥  

議事録 06 

日時： 2011 年 10 月 12 日 （水） 10:00～11:00   

 件名： UNHCR 

 所属 役職 氏名 

先方 UNHCR 

 
所長 
Protection officer 

Koffi Dodzi Adossi 

Ahmed Mosen 

当方 調査団 
 

南スーダン駐在員事務所 

平和構築/行政 

評価分析/計画管理 

企画調査員 

土肥 優子 

小島 海 

木村 真樹子 

 場所：UNHCR 

主な議論： 

1. 帰還民の動向について 
・北からの帰還民は、住民投票前（4 月）、独立をピークに帰還が続いている。次の乾季が最後のピー

クとなるとみている。 

・帰還民の中には、南スーダンの状況にショックを受けている人もいる。女性と若年層の間で逆流の

動きもみられるが、心配はしていない。スーダンで土地を所有している人や年金を受給している人も

いる。 

・北からのプッシュファクターとして土地を売買できない等の権利の喪失、南スーダンからのプッシ

ュファクターとして経済社会および治安状況があげられる。  

・国内避難民・難民の帰還により人口が急増しており、2008 年の人口統計データはもう使えない。

正確な人口は分からない状況である。人口増加に伴い、治安が悪化している。 
・帰還民の属性について、20 年間以上、ハルツームに避難していた人がほとんどである。ジュバアラ

ビア語ではなく、北のアラビア語を話す。 
 

2. UNHCR の事業 

・社会的弱者を対象にシェルター支援を実施している。シェルター支援の IP は ARC。 

・弱者支援の手順について次のとおり。①社会的弱者の確定、②土地へのアクセスに関する有無の確

認、③土地所有証明書の確認、④Boma/Payam のチーム、土地所有者、支援対象者の間で MOU を締

結。 
 

3. その他 

・UNS への支援のほとんどが短期ベースの支援であるなか、住民の自立を目指した生計の安定は極め

て重要。 
・土地問題は深刻である。内戦中に避難した住民が帰還したら、ディンカ族およびヌエル族が土地を

奪取しているケース等が発生している。 

・州政府が帰還民支援計画（案）を策定している。 
＜以 上＞ 
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 2011 年 10 月 10 日 
（作成者）小島 

議事録 07 

日時： 2011 年 10 月 11 日 （水曜日） 12:00～12:30   

 件名： 州インフラ・農村開発省大臣との協議 

 所属 役職 氏名 

先方 マラカル市 市長 

副市長 
Executive Director 

 

James Choul Poula(元警察) 

Bushura Dak（元財務貿易経済計画省） 
James Daniel Chuang (地方自治省から異

動) 

当方 調査団 
 

南スーダン駐在員事務所 

平和構築/行政 

評価分析/計画管理 

企画調査員 

土肥 優子 

小島 海 

木村 真樹子 

 場所：州インフラ・農村開発省大臣室 

 

配布資料：なし 

収集資料：なし 
 

主な議論： 

1. 市長のアポイントメントについて 

・9 月 1 日に州知事の任命によって着任した。前職は警察。アポイント期間は 4 年間で、その後は

選挙によって選出されることになる。 
 

2. 市の所掌業務について 
・市の所掌業務は 2007 年の Local Governance Act に明記されている。現在カウンティが行ってい

る業務をすべてタウンが担うことになり、市内の開発事業や治安維持業務、公衆衛生と保健を担う

予定。 
 

3. 市の地理的区分について 

マラカルタウンはまだ法律上は誕生しておらず、マカルカウンティが担っている。 
 

4. タウン制度について 

ジュバタウンとワウタウンはすでに制定されている。タウンは都市部、カウンティは農村部の行政

区分を担うことになる。 
 

＜以 上＞ 
 

 

 

－62－



 2011 年 10 月 13 日 
（作成者）土肥 

議事録 08 

日時： 2011 年 10 月 13 日 （木） 9:45～10:00   

 件名： 帰還民に対するインフラ・農村開発省の取り組みについて 

 所属 役職 氏名 

先方 州インフラ・農村開発省 都市計画局課長 Mr.Gatwick 

当方 調査団 
 

南スーダン駐在員事務所 

評価分析/計画管理 
平和構築/行政 

企画調査員 

小島 海 
土肥 優子 

木村 真樹子 

 場所：インフラ・農村開発省次官室 

 

主な議論： 
 

１．アイデミナ（南部）、アイサラム（東部） 
・アイデミナとアイサラムにおいて、インフラ・農村開発省が区画整備を行い、アイデミナで 1750 世

帯、アイサラムにおいて 740 世帯の帰還民に対して、土地を抽選販売済み。しかしながら、土地の受け

渡しが完了する前に、国外からの帰還民が知事の承認を受けてこれらの土地を占拠。現在、大きな問題

となっている。政府の対応策として、もともと土地を買った帰還民に対し、補償という形で別の土地を

提供予定。 
 

２．その他の計画 

・その他の計画として、UNDP の支援により、町の南部にある土地（4000 戸分）を整備し、帰還民に

売却予定。UNDP がサーベイ、インフラ・農村開発省が区画や道路整備を行う予定。 
・マラカルへの帰還民のほとんどが元々マラカル出身。 
 

 

＜以 上＞ 
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 2011 年 10 月 13 日 
（作成者）土肥  

議事録 09 

日時： 2011 年 10 月 11 日 （木） 10:00～10:30   

 件名： CPA 省ヒアリング 

 所属 役職 氏名 

先方 CPA 省 
 

Tut Pech 地域平和コーディネーター 

当方 調査団 

南スーダン駐在員事務所 
 

評価分析/計画管理 

平和構築/行政 
 

小島 海 

土肥 優子 

木村 真樹子 

 場所：CPA 省 

主な議論： 

1. 市長のアポイントメントについて 
・ジュバの市長の例を見て、州知事はマラカル市長をアポイントした模様。今後、市長と郡長の間、

市長と公共衛生次長（知事の傘下から市長の傘下に所管が移った）との間で権限争いが発生しかね

ない。南スーダンは試行錯誤に国家建設を進めている状況。JICA からも州知事に対して助言するこ

とも一案。 

・今後の解決策について、私見ではあるが、マカル郡をマラカル市内から移し、マラカル市と行政

区分を分けることが妥当と考えられる。しかしながら、シルック族が合意する可能性は低い。 
 

2. 州知事について 

・州知事について、個人的には、市長問題を含め一部の意思決定に問題がある場合も見られるもの

の、人道的視点をもっている人であり州知事を評価している。一方で、一般市民の評価は厳しい。

キール大統領に対して「更迭すべき」とのレターも発出された。これに対し、大統領は「選挙で選

ばれたので留任すべき」とした模様。 
・副知事について、個人的には非常に評価している。ただし、自身のマバン族から不満の声が出て

いる模様。 
 

3. 部族間の関係について 

・2009 年、マラカル周辺コミュニティにおいて、ディンカ族がシルック族を襲撃し、東岸のシルッ

ク族はディンカ族によって西岸に追われた。町中に住んでいるシルック族が、東岸に残っているシ

ルック族である。 

・マラカル市の人口は５つの部族（シルック族、ヌエル族、ディンカ族、マバン族、コマ族）で構

成されており、各部族の代表として Chief がいる（コマ族についてはいない可能性あり）。どの Payam
に行っても部族が混在している。コミュニティとのコンサルテーションを行う場合、５人の Chief

を巻き込む必要がある。郡長ないしは市長に対して、こうしたアプローチをとる必要があると伝え

るべき。 
＜以 上＞ 
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 2011 年 10 月 14 日 
（作成者）土肥 

議事録 10 

日時： 2011 年 10 月 14 日 （木） 16：30～17:30   

 件名： ＡＲＣの帰還民支援事業について 

 所属 役職 氏名 

先方 ARC 代表 Gregg 

当方 調査団 

南スーダン駐在員事務所 

平和構築/行政 

企画調査員 

土肥 優子 

木村 真樹子 

 場所：ＡＲＣ  

 

配布資料：なし 

収集資料：なし 
 

主な議論： 

1. ＡＲＣの事業について 

・事業の対象は、特別のニーズを抱えている帰還民のうち、土地へのアクセスがある帰還民。特別

のニーズを抱えている帰還民のうち、80％が土地へのアクセスがない状況（しかしながら対象外）。 
 

2. これまでの政府の取り組み 
・帰還民に対し、政府が抽選販売を行っている。１つのプロット（20mx20m）あたり 500 ポンドと

聞いている。１世帯に対し、２つのプロットが販売されたとの噂を聞いたことがある。 

・UNDP の支援により、今後 4000 戸の土地が帰還民に区画販売される予定。高・中・低収入向け

に分割されている模様。ブロックごとのサーベイは完了したものの、プロット別のサーベイは UNDP

（コントラクター）がこれから行うところである。 

・対象者の選定方法が確定していないと聞いている。国連は選定プロセスに関与したいとしており、

一旦政府は合意したものの、まだ調整中である模様。 
 

3. 帰還民について 
・全 Payam に帰還民が存在する。ＡＲＣの事業対象者の多くは南 Payam が多い。 

・帰還民と住民の関係について、特に問題を聞いたことがないが、Payam リーダーより「地元住民

にも裨益する事業を実施してほしい」という要望を聞くことが多い。 
 

4. その他 

女性グループがいくつか存在する。市内に女性センターもある。 
＜以 上＞ 
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 2011 年 10 月 14 日 
（作成者）小島 

議事録 11 

日時： 2011 年 10 月 14 日 （金曜日） 10:00～10:50   

 件名： 州インフラ・農村開発省大臣との協議 

 所属 役職 氏名 

先方 アッパーナイル州 副知事 Andrea Maya 

当方 調査団 
 

南スーダン駐在員事務所 

平和構築/行政 
評価分析/計画管理 

企画調査員 

土肥 優子 
小島 海 

木村 真樹子 

 場所：州副知事室 

 

配布資料：プロジェクト説明 
収集資料：なし 

 

主な議論： 
1. プロジェクトについて 

プロジェクト内容については歓迎したい。緊急支援の優先順位は、水、道路、電気と考えている。

あわせて、マラカルタウンは農業や産業のポテンシャルがあるにも関わらず人々が無為に過ごして

いる。プロジェクトは中・長期的な開発に向けたきっかけになると考えている。 

 本邦研修についてもぜひ出席したい。州知事を通じてアプリケーションを提出する。 
 

2. プロジェクト実施上の留意事項について 

(ア) サブコントラクターの質について 

サブコントラクター自体は多いが、質が低かったり実態がなかったりする会社も多く、事業実

施に際しては留意してほしい。 

(イ) 部族間の問題解決には、合同の職業訓練が効果的であると考えている。若者も識字率が低く、

やることもなくぶらぶらしている状況。人々が打ち込める何かを身に付けさせることが重要 
(ウ) 部族間抗争は時に政治家が後ろで糸を引いている場合があるので注意が必要。 

 

3. 帰還民への土地分配について 
(ア) 現在土地のサーベイは終わっているが、今後のニーズアセスメント、配分プロセスが課題であ

る。 

(イ) プロジェクト実施中の土地問題の解決にはシルック王や、各部族チーフへの相談が有効。 
＜以 上＞ 
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 2011 年 10 月 14 日 
（作成者）小島 

議事録 11 

日時： 2011 年 10 月 14 日 （金曜日） 11:00～12:00   

 件名： マカル郡長との協議 

 所属 役職 氏名 

先方 マカル郡 郡長 Shugi Abosh Ajang 

当方 調査団 
 

南スーダン駐在員事務所 

平和構築/行政 
評価分析/計画管理 

企画調査員 

土肥 優子 
小島 海 

木村 真樹子 

 場所：マカル郡長室 

 

配布資料：プロジェクト説明資料 
収集資料：なし 

 

主な議論： 
1. プロジェクトについて 

プロジェクト内容については歓迎したい。ただ計画にあたってはこれまでのドナーの事業がなぜ

継続性に欠けていたのかを十分配慮してほしい。また人口も流動的なので計画にあたって留意が必

要である。今後、乾季に向けて、「陸の孤島」に閉じ込められていた人口がマラカルに流入してくる

ことが想定される。 
 

2. ニーズについて 

ニーズは農村部の初等教育、保健、衛生の問題（注：郡長は UNICEF 出身）。現時点ですでに農

村部から基礎的サービスを求めてマラカルタウンに人口が流入している。この事業によってマラカ

ルタウンが発展するとこれまで以上に、農村部からの人口流入が促進されるため、個人的には農村

部の開発が重要になると考えている。マラカルタウンでは農業開発が重要である。現在は農村がマ

ラカルタウンの食糧を支えている状況。 
 特に河の対岸への裨益は必要。安全上の課題で対岸に渡ることができないのであれば、Community 

Voluntary Organizationをマラカルタウン側に呼んで訓練を行うことも可能である。これまでにNGO

の Care Internatinal が対岸の学校建設を行っている。 
 

3. 市長と郡長の役割分担について 

まだ正式には承認されていないが、法律では地理的区分で役割が分担されることになる。市長は

マラカルタウンを構成する 3 つのパヤムを、郡長が周辺の 2 パヤムを担当する。 
 

4. JCC への参加について 
JCC への参加は問題ない。出席し、アドバイスをしていきたい。 

＜以 上＞ 
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 2011 年 10 月 14 日 
（作成者）小島 

議事録 13 

日時： 2011 年 10 月 14 日 （金曜日） 12:15～13:00   

 件名： マカルタウン衛生環境局 

 所属 役職 氏名 

先方 マラカルタウン環境衛生局 次官 Mr. Mattew B Chol Joch（前職：地方自治局）

当方 調査団 
 

南スーダン駐在員事務所 

平和構築/行政 
評価分析/計画管理 

企画調査員 

土肥 優子 
小島 海 

木村 真樹子 

 場所：マカル郡長室 

 

配布資料：なし 

収集資料：なし 
 

主な議論： 

1. 衛生環境局の業務について 
コレラや下痢症などの伝染病が蔓延していたことから 2004 年に設立された新しい局。これまでに

トイレの改良、排水溝の建設、USAID の支援でカルバートの設置を行った。 
 

2. 組織形態について 

2004 年の設立時から 2011 年 8 月までは州知事直轄の局。2011 年 9 月に市長がアポイントされて以

降は市長の傘下になった。局職員数は 810 名。 
 

3. 保有資機材について 

ごみ収集車 2 台を保有している。最低 10 台は必要であるし、マスクなどの道具も絶対的に不足して

いる。 
 

4. 啓発活動について 
メディアを通じてごみの捨て方を教育している。 

＜以 上＞ 
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 2011 年 10 月 17 日 
（作成者）小島 

議事録 14 

日時： 2011 年 10 月 17 日 （月曜日） 11:30～12:30   

 件名： ROSS 住宅インフラ計画省との協議 

 所属 役職 氏名 

先方 住宅インフラ計画省 大臣 

副大臣 

次官 

H.E. Jemma Numu Kumba 

Mary Nyanlang 

Dubuolh Wuol 

当方 調査団 

南スーダン駐在員事務所 
調査団 
 

南スーダン駐在員事務所 

総括 

所長 
平和構築/行政 

評価分析/計画管理 

企画調査員 

小西 淳文 

花谷 厚 
土肥 優子 

小島 海 

木村 真樹子 

 場所： ROSS 住宅インフラ計画省 

 

配布資料：なし 
収集資料：なし 

 

主な議論： 
1. プロジェクト内容について 

歓迎したい。住宅インフラ計画省は 10 州の都市計画を所掌しており本事業も担当分野である（大臣）。 
 

2. 実施体制について 

住宅インフラ計画省がアドバイザー機関となるかたちで問題ない。必要な調整、アドバイスは随時

提供する（大臣）。 
 

3. 緊急支援内容について 

・パイロットプロジェクトが水や道路となった場合は担当省庁管轄外になる（大臣）。 
・本事業の中心は総合開発計画の策定がメインコンポーネントである。緊急支援はあくまでも小規

模であり、その後の大きなプロジェクトについては、アッパーナイル州および ROSS からの要請に

基づいて各省庁が担うことになる（JICA）。 
 

 

＜以 上＞ 
 

－69－



 2011 年 10 月 18 日 
（作成者）小島 

議事録 15 

日時： 2011 年 10 月 18 日 （火曜日） 16:30～17:00   

 件名： UNS 調整事務所への表敬、協議 

 所属 役職 氏名 

先方 アッパーナイル州 

財務貿易経済計画省 
インフラ・農村開発省 

州知事事務局 

州ジュバ出張所 

 

大臣 
大臣 

次官代理 

調整官 

 

Ayog Awer Lual 

Bol Ruach Row 

Deng 

Tut 

当方 調査団 
 

南スーダン駐在員事務所 
 

総括 

平和構築/行政 
評価分析/計画管理 

企画調査員 

小西 淳文 

土肥 優子 
小島 海 

木村 真樹子 

 場所： UNS ジュバ出張所オフィス 

 

配布資料：なし 
収集資料：なし 

 

主な議論： 
1. 州ジュバ出張所の役割について 

州へのレターやりとりを始めとして、できる限りのサポートをしたい。機材等の搬入に際しての免

税手続きについても、出張所が関連機関と調整できる（調整官） 
 

＜以 上＞ 
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